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第3号様式 (第15条関係)

府京都市右京区太秦刑部町7番 地

事 業 者 排 出 量 削 減 報 告 書 ヌ/

タクシー株式会社
寝締役 小 野幸親

京都府地球温暖化対策条例第 19条 の規定により提出します。

特定事菜者の
主たる業種

該当する事栗
著要件

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算して1500キロリットル以上))

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以上/タ クシー150台
以上/鉄 道車両160両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素に換算して3,000ト
ン以 卜) )
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計 画 期 F n l平成 1 8 年 4 月 ～  平 成 2 0 年 3月

基 本 方 針 エネルギー消費効率の改善、廃棄物ラr出量の削減、社員全員の地球血陵化に対する雷調の向上を凶 92括以上のじ92排出貫の副颯を日賠す。

推 進 体 制 取締役を本部長とし、地球温暖化対策の管理と実施計画の策定、前年及び前年比を行い、992の削源状況を把握 し、橋采を出す。
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置中蜘申
年
体
及

年度 設備、対宗、工程等 措 置 内 容

18-19 事業所及び草庫 蛍光灯のS子を改善し、自動消灯にする。冷暖房における薄切な温度調節を行い、電力使用曇と潮渡する

1 8 営業庫 流車や及び客待待機時エンジンの停止を行い、C02を 2%削 減す る

18-19 自家用車 社員の自家用車猛効をた正し、公共輸送機関を利用する

1 9 営業車 ジャンポタクシーをハイブリッド車に代誉
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の 排出区分
基 時 午 反 天ヽ 標 タ

( 16 )年 度

(二酸化炭茉換算 (t))

日凛 午 反 ( H r回 ,

( 19 )年 度
〈二酸化炭茉換算 (t)〕碑∞∽

報 管 午 反 天ヽ 歓 リ

(18)年 度
(二酸化皮斎換算 〈t)) 咋的∽A事 業所等排出区分 141   t 139  t -14 % 143  t 14 %

B輸 送再岡 F出区分 3,358  t 3,23S  t -20 % 3,353  t 00 %

Cそ の他排出区分 t t % t %

排出合計 1        3,494  t Ⅲ″       3,425  t -20 % 4                             3.49C  t 01 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画) 報告年度 (実績)

取想量等 く二酸化炭茉換第 〈 攻組畳等

森林の保全及び整備 (整備面種 (吸収量) t (整備面積i (残取量) t

I内産の本材の利用 (利用量) m】 (副滅D 1刊用■l m' (劇成量) t

自然エネルギーを利用した
電力又は熱の供給

(完電量) と,h (削減め 碗 電殉 (削減基) t

(熱投措量 (削減剣 (ホ供給玉! (削減量) t

グ リー ン電 力 の 購 入 鶴 入量) (pl滅無) t 優 入抑 〈朗成景) t

削減量等合計 t t

差3 1排出量

(排出合計―削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 く計画) 朝滅導 〈針臣) 報告年度 (実練) 創法率 (東寂)

1        1 494  t “0(331   3,425 t -2 0  % ●。‐C,                         3 496  t 01 %

府  記  事  項

連 絡 究 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住       所

電 話 番 号

フ ァクシ ミリ番号

と 〕歓当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外の事業者の方はレ印の記入は不要です。

「者挙年度Jと は計画期Ftlの胡年度を、 「目雰年度」とは計画期間の最終年度を、 「報告年度Jと は計霞期間のうち、今回報告の対生となる年度をいいます。

ネルギーの使用t伴 い発生する温室効果ガスを、 「輸送率百排出区分Jと は自動車運送事案者については使用の本地の
ついては保有する負物車両又は旅を率露の排出する配ヨ妨果ガスを 「その他排出区分」とは上記以外の六都府内にお

4「 その他の地球温暖化対策による温宣効果ガスのBl減量争Jの 実績については、計画期FpJ■の実験の東計を記入してください。
(沸)グ リーン電力の購入によるこ宣効果ガスの創滅英霞が 18年 度 5ト ンで19年度10トンの場合、 19年 度の報告書の実験については 18年 度と19年 度の実験を果耕し15トンと記入

5「 待記事項J tl■、平成2年度 (1990年 度)を 基準としたtH出量の対比やエネルギー原単位C02排出量 省 エネ製品鯛発など他者の温堂効果ガス排出削減への貫献、グリーン調達の探
用、特定フ0ン などの条例指定外のほ室駒果ガスの41滅などを記入してください。


